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現行制度で対応可能で
あることが明らか

地方公共団体側の調整が困難

現行制度の支障事例、制度
改正による効果等が不明確

過去の提案において方向性が決定して
おり、新たな情勢変化等が無い

国等が直接行っている民間に対
する規制の緩和であって、地方に

対する規制緩和に当たらない

予算事業の新設、補助金の
単なる採択基準の引き下げ等

国が直接執行する事業の運用
改善であって、地方に対する

規制緩和等に当たらない

制度本来の趣旨から逸脱

その他※

国・地方の税財源配分や税制改正

これまでに提案があり、フォローアップ中

※その他：今後実現することが決まっているもの、単に現行規定の確認であったもの等
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